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 （続紙 ２ ）                            
（論文審査の結果の要旨） 
 
双務契約において、履行期が到来する前に信用不安等が生じ、債務の履行が危殆化
した場合（契約危殆）に、当事者にいかなる法的救済が与えられるかをめぐって、わ
が国では、従前、先履行の合意が存在する場面における不安の抗弁権を中心に議論が
展開してきた。他方、契約危殆に直面した当事者にディフェンス面・オフェンス面で
いかなる救済手段が与えられるのかに照準を合わせた研究は、この観点からの分析の
必要性が意識されつつも、なお、安定した理論的基盤を構築するには至っていない。
今般の民法（債権関係）の改正に向けた法制審議会での部会審議の混迷と、不安の抗
弁権の規律を設ける改正提案すら挫折した根源的な理由はここにあると言ってもよ
い。 
 そのような中で、本論文は、以下の点で、わが国の学説・実務にとって極めて重要
な意義を有する。 
 第一に、本論文は、アメリカにおける契約危殆の救済法理に関する裁判例と学説に
対して総合的・多角的な分析を行っている。契約危殆の救済法理に関する分析は、わ
が国では、ドイツ法およびヨーロッパを中心とする国際的モデル準則を対象として行
われることはあっても、アメリカ法を対象とするものは皆無に近い状況にある。その
ような中で、本論文は、この分野におけるわが国で初めての本格的なアメリカ法研究
であって、資料的価値のみならず、アメリカ法の特徴を理論的に解明した点で、学
説・実務にとって極めて価値の高いものである。 
 第二に、本論文は、アメリカ法の分析を通じて、契約危殆に遭遇した当事者のディ
フェンス面での救済とオフェンス面での救済が、この者の相手方に対する保証請求の
制度を通じて架橋されることを明らかにしている。さらに、保証請求の制度が契約危
殆に関する救済法理と事情変更法理の双方に関係することを指摘するとともに、「法
と経済学」や認知心理学の手法を用いて両法理の交錯を説明する学説等の検討を通じ
て、契約危殆の救済法理が契約改訂の問題にも通じることも明らかにしている。著者
は検討の過程及び結果を反論可能性の高い形で明晰に示しており、本論文はこの分野
におけるわが国の学説に対して大きな影響を与えるものである。さらに、本論文では
正面からは取り上げられなかった履行期前の履行拒絶、再交渉義務、契約責任からの
免責の法理との関連に研究を進めることによって、本論文での検討結果がより高次の
理論を提示することへと展開することも大いに期待できる。 
 以上の理由により、本論文は博士（法学）の学位を授与するに相応しいものであ
り、かつ、学界の発展に資するところが大きく、特に優れた研究であると認められ
る。 
 また、平成27年2月2日に調査委員3名が論文内容とそれに関連した試問を行った結果
合格と認めた。 
 なお、本論文は、京都大学学位規程第14条第2項に該当するものと判断し、公表に際
しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認める。 
 
 
